
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈奈奈奈良良良良県県県県    東東東東吉吉吉吉野野野野村村村村

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積標 準 財 政 規 模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 2,457131.601,533,5792,764,6402,286,162445,508 人(H22.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））
H21H21H21H21類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位52/6052/6052/6052/60全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均96.596.596.596.5

(%)
120.0100.080.060.040.0

108.7108.7108.7108.7
52.952.952.952.983.983.983.983.985.585.585.585.586.786.786.786.785.585.585.585.586.486.486.486.4

H21H20H19H18H17 93.193.193.193.197.797.797.797.799.999.999.999.999.999.999.999.9102.9102.9102.9102.9 人件費人件費人件費人件費
H21H21H21H21類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位36/6036/6036/6036/60全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均26.726.726.726.7奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均29.129.129.129.1

(%)
60.050.040.030.020.010.00.0

45.145.145.145.1
11.311.311.311.325.825.825.825.826.326.326.326.326.726.726.726.727.027.027.027.026.626.626.626.6

H21H20H19H18H17
27.727.727.727.729.729.729.729.730.130.130.130.129.929.929.929.932.832.832.832.8

物件費物件費物件費物件費
H21H21H21H21類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位40/6040/6040/6040/60全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均13.013.013.013.0奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均14.314.314.314.3

(%)
30.025.020.015.010.05.00.0 22.822.822.822.8

4.14.14.14.111.611.611.611.612.212.212.212.212.112.112.112.111.611.611.611.611.311.311.311.3
H21H20H19H18H17

14.214.214.214.214.514.514.514.512.612.612.612.613.913.913.913.911.911.911.911.9
扶助費扶助費扶助費扶助費

H21H21H21H21類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位23/6023/6023/6023/60全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均9.69.69.69.6奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.18.18.18.1
(%)

8.06.04.0
2.00.0 5.85.85.85.8

0.40.40.40.42.02.02.02.02.02.02.02.02.12.12.12.12.02.02.02.01.91.91.91.9
H21H20H19H18H17

1.41.41.41.41.41.41.41.41.41.41.41.41.71.71.71.71.91.91.91.9
そのそのそのその他他他他

H21H21H21H21類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位53/6053/6053/6053/60全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均12.112.112.112.1奈奈奈奈良良良良県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均12.312.312.312.3
(%)

20.015.010.05.00.0 16.916.916.916.9
0.80.80.80.89.39.39.39.39.19.19.19.18.68.68.68.67.67.67.67.69.79.79.79.7

H21H20H19H18H17 13.213.213.213.213.513.513.513.513.513.513.513.512.412.412.412.411.211.211.211.2

補助費等補助費等補助費等補助費等
H21H21H21H21類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位45/6045/6045/6045/60全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均10.510.510.510.5奈奈奈奈良良良良県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均8.88.88.88.8

(%)
40.030.020.010.00.0 31.131.131.131.1

2.02.02.02.012.112.112.112.112.812.812.812.812.512.512.512.511.711.711.711.713.013.013.013.0
H21H20H19H18H17

14.814.814.814.815.615.615.615.616.716.716.716.715.115.115.115.116.516.516.516.5

公債費公債費公債費公債費
H21H21H21H21類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位27/6027/6027/6027/60全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均19.919.919.919.9奈奈奈奈良良良良県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均23.923.923.923.9

(%)
50.040.030.020.010.00.0

44.944.944.944.9
1.51.51.51.523.123.123.123.123.123.123.123.124.724.724.724.725.625.625.625.623.923.923.923.9

H21H20H19H18H17
21.821.821.821.823.023.023.023.025.625.625.625.626.926.926.926.928.628.628.628.6

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外
H21H21H21H21類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位55/6055/6055/6055/60全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均71.971.971.971.9奈奈奈奈良良良良県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均72.672.672.672.6

(%)
90.080.070.060.050.040.030.020.0

83.183.183.183.1
33.133.133.133.160.860.860.860.862.462.462.462.462.062.062.062.059.959.959.959.962.562.562.562.5

H21H20H19H18H17 71.371.371.371.374.774.774.774.774.374.374.374.373.073.073.073.074.374.374.374.3
経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費

物件費物件費物件費物件費
扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等

公債費公債費公債費公債費
公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄経常収支比率：一部事務組合にかかる負担金が類似団体を上回っている。また、三位一体改革による交付税の削減に　　　　　　　　より経常一般財源の減少が大きな要因となり、近年になって経常収支比率を引き上げる結果となった。　　　　　　　　一部事務組合に対しても更なる事業の効率化と、経費削減の取り組みを要請し、事務の効率化による人件　　　　　　　　費の削減など、更なる経常収支比率の低下を図っている。人件費　　　　：職員の給与については、国の給与水準や制度、運用に準ずるよう努めているところである。物件費　　　　：住民一人当たりの物件費は少ないものの、近年の普通交付税減少や、電算化の推進等により、経常収支　　　　　　　　比率は上昇している。扶助費　　　　：村単独の扶助費を削減し、比率は類似団体より低い。公債費以外　：簡易水道１００％普及を達成するなど、生活基盤の整備に努めたため、簡易水道事業の繰出金等が経常的　　　　　　　　経費として増加している。水道料金の改定を計画的に行い、繰出金の抑制に努めている。公債費　　　　：庁舎建設や、総合文化施設の建設など、多額の起債を短期に発行したことに伴い、公債費が高騰していた　　　　　　　　が、順次償還が終わり、急速に償還額が減少する見込みである。補助費等　　 ：一部事務組合負担金が類似団体より多く、経常収支比率が上昇している。その他　　　　：生活基盤整備を進め、簡易水道施設の全村普及を行ったため、簡易水道事業繰出金が大きく影響して経常　　　　　　　　収支比率が上昇している。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析 人件費及び人件費に準ずる費用 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）人件費 452,021 183,973 199,441 ▲ 7.8賃金（物件費） 25,127 10,227 18,254 ▲ 44.0一部事務組合負担金（補助費等） 102,380 41,669 21,203 96.5公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,763 -公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 17,903 7,287 8,755 ▲ 16.8事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 30,131 12,263 5,387 127.6▲退職金 ▲ 34,705 ▲ 14,125 ▲ 20,401 ▲ 30.8合計 592,857 241,293 235,402 2.5参考 当該団体 類似団体平均 対比（差引）人口1,000人当たり職員数（人） 21.57 23.10 ▲ 1.53ラスパイレス指数 96.8 91.5 5.3
公債費及び公債費に準ずる費用の分析 公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）元利償還金の額（繰上償還額等を除く） 338,414 137,735 170,173 ▲ 19.1積立不足額を考慮して算定した額 - - - -満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額） - - 59 -公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 123,494 50,262 28,143 78.6一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金に充当する一般財源等額 23,415 9,530 10,791 ▲ 11.7債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一般財源等額 - - 2,548 -一時借入金利子（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 74 -▲特定財源の額 ▲ 3,301 ▲ 1,344 ▲ 8,501 ▲ 84.2▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 235,667 ▲ 95,917 ▲ 139,761 ▲ 31.4合計 246,355 100,267 63,526 57.8※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額（千円）

当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%) 実質公債費比率起債制限比率10.015.020.0
25.030.0

13.1H2114.4H2016.0H1917.4H1817.8H17
20.622.624.625.926.7

人口1人当たり決算額(円)
0200,000400,000600,000800,0001,000,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値86,287

765,719
235,402241,293

人口1人当たり決算額(円)
050,000100,000150,000200,000250,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値3,705

189,583
63,526100,267



普通建設事業費の分析 普通建設事業費 当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)891,634 314,398 123.2 145,084 ▲ 36.8 160.0うち単独分 331,835 117,008 62.5 86,352 ▲ 27.8 90.396,138 35,048 ▲ 88.9 193,373 33.3 ▲ 122.2うち単独分 58,636 21,377 ▲ 81.7 111,830 29.5 ▲ 111.2259,840 98,313 180.5 199,737 3.3 177.2うち単独分 209,188 79,148 270.2 128,289 14.7 255.5293,437 114,534 16.5 177,060 ▲ 11.4 27.9うち単独分 118,779 46,362 ▲ 41.4 100,790 ▲ 21.4 ▲ 20.0474,215 193,006 68.5 291,917 64.9 3.6うち単独分 285,228 116,088 150.4 163,714 62.4 88.0過去５年間平均 403,053 151,060 60.0 201,434 10.7 49.3うち単独分 200,733 75,997 72.0 118,195 11.5 60.5

当該団体決算額（千円） 人口１人当たり決算額

H20H21

H17H18H19
人口1人当たり決算額の推移

050,000100,000150,000200,000250,000300,000350,000
H17 H18 H19 H20 H21

（円）
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村

当該団体値 類似団体平均値


